
　１．はじめに

　平成の市町村合併が一段落ついた現在、合併した

自治体では合併前に検討できなかった諸課題の解決

が行われている。多くの自治体においては、公共交

通の検討も合併後に残された課題の一つとなってい

る１，２）。市町村合併には対等合併や吸収合併などの

さまざまな形態があるが、いずれにせよ自治体の空

間的な範囲が拡大した。これに伴い、以前に比べて、

過疎的な集落から人口が密集した市街地にわたるよ

り多様な地域を一つの自治体が包含することになっ

た。このため、合併後の空間的な範囲に適合するよ

う旧市町村の計画を見直し、公共交通サービスを再

編していくことが求められている。

　一方で、公共交通の利用者数が低迷している現状

は、市町村合併を行ったところでそう変わらないで

あろう。このため、どの地区にも高い公共交通サー

ビス水準を確保することは民間のバス事業者の努力

だけでは経営的に不可能であり、自治体による多く

の公的支出を必要とする。しかし自治体の財政事情
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　人々の活動ニーズは従来の公共交通サービス水準に適応して形成されうる。このため、

市町村合併を行った自治体における住民の活動ニーズは合併前における旧市町村時代のサ

ービス水準に適応して形成されている可能性がある。本研究では、活動ニーズを中心的な

計画情報として合併後の公共交通計画を策定した場合は合併前のサービスの格差が計画に

間接的に反映され、結果として自治体内におけるサービスの格差を拡大する傾向をもちう

ることを示すとともに、適応的な活動ニーズの形成をアンケートによって実証し、その傾

向が発生することを示した。
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が逼迫している現在において、多大な公的支出を拠

出することは困難である。したがって、住民の活動

ニーズを再点検し、ニーズの低い路線は廃止やサー

ビスの縮小を行って費用を削減するとともに、ニー

ズにあうようサービスを改善することで利用を促進

するという方針が、市町村合併を行った多くの自治

体においても継承もしくは強化されるものと考えら

れる。本研究では、このように住民の活動ニーズの

充足を計画情報の中心に据えた公共交通の計画を

「活動ニーズ充足型計画」と呼ぶことにする。活動ニ

ーズ充足型計画は、端的に言えば、活動ニーズがよ

り満たされていない人をサービスの改善の主たる対

象とし、それがより満たされている人は改善の対象

者から外すことを意味する。

　一見したところ、活動ニーズがより満たされてい

る人に今以上の公共交通サービスを提供する必要は

特段になく、上記の計画には何の不備もないように

思える。しかし、住民が認知する「何がしたいか」、

すなわち活動ニーズは「何ができるか」という活動

の機会と必ずしも独立に形成されるわけではない。

すなわち、どのようなニーズが形成され、その結果

所与のサービスでどれだけの活動ニーズが充足され

るかは、従来のサービスのもとでどのような活動の

機会が与えられてきたかに影響を受けている可能性

がある。もし、この影響が存在する場合、市町村合

併を終えた自治体における個々の住民の活動ニーズ

は、旧市町村時代における交通計画の影響を受けて

おり、活動ニーズ充足型計画においては、その影響

の差異が合併後の新たな自治体における計画に間接

的に反映されることになる。

　本研究では、人々は従来の公共交通サービス水準

に対して活動ニーズを適応的に形成しうることを述

べ、活動ニーズ充足型計画の問題点を哲学的・倫理

学的な観点から明らかにする。その上で、市町村合

併を終えた現在において、その計画は自治体内にお

ける地区間のサービス格差を是正する方向に働かな

いばかりか、場合によっては拡大する傾向を有する

ことを指摘する。さらに、人々の活動ニーズが適応

的に形成されることをアンケート調査を用いて実証

的に分析し、活動ニーズ充足型計画の問題点は単な

る可能性にとどまらず、その発生が無視できないこ

とを示す。

　なお、実際の公共交通計画においては、活動ニー

ズの充足のみを計画情報とすることは一般ではない。

すなわち、公共交通空白地帯の解消など、活動ニー

ズとは別の計画情報（この場合は公共交通空白地帯）

もあわせて用いることが一般であろう。以下で展開

する議論は、実際の公共交通計画において活動ニー

ズの充足が中心に据えられているかどうかではなく、

活動ニーズ充足型計画が抱える問題点である。この

ため、以下の議論が実際の計画場面においてどれだ

け留意に値するかについては、活動ニーズの充足と

いう計画情報にどれだけ重点をおくかによる。

　２．活動ニーズ充足型計画の問題点

　２－１　活動ニーズの充足と満足度

　活動ニーズ充足型計画は、公共交通サービスに対

する満足度の向上を目指す計画と言い換えたほうが、

一般的には理解が容易であろう。これは、実際の公

共交通の計画場面においては、「活動ニーズの充足

度」という言葉ではなく、活動ニーズの充足に関す

る個人の評価である「満足度」という言葉を用いる

ことが一般であり、実務者や研究者にとって馴染み

があるためである。ただし、心理学においても満足

度がどのように形成されるかのメカニズムは解明さ

れたとは言えない段階にあり３）、厳密には「活動ニ

ーズの充足＝満足度」と言えない。しかしながら活

動ニーズの充足が満足に寄与すると考えることが自

然であり、少なくとも活動ニーズの充足が不満足に

寄与することはありえない。以下では、活動ニーズ

が充足されていることと満足度が高いことは交換可

能として取り扱うこととする。

　２－２　満足度を計画情報とすることに関する倫

理学的議論

　筆者らは、公共交通サービスに対する満足度を計

画情報の中心に据えた公共交通計画が意味するとこ

ろを、別の機会で批判的に述べている４，５）。そこで

展開している批判の要点は、哲学や倫理学において

古くから指摘されてきた高価な嗜好（ｅｘｐｅｎｓｉｖｅ 

ｔａｓｔｅ）や安価な嗜好（ｃｈｅａｐ ｔａｓｔｅ）の問題である。以

下では、そこでの議論を要約した上で、市町村合併

を終えた自治体では公共交通の計画においてなぜそ

の議論に着目すべきかを述べる。

　高価な嗜好は、Ｄｗｏｒｋｉｎ６，７）によって示されてお

り、以下の状況を用いて説明される。

「ある裕福な父親が５人の子どもをもっている。そ

のうちの１人は盲目であり、１人は高価な嗜好をも

つ遊び人である。第３子は野心的に政治家を志望し

ており、第４、５子は控えめな詩人、高価な素材を

用いる彫刻家である。この父親は、どのような遺言
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を書くべきか」

　高価な嗜好をもつ遊び人が満足するには多くのお

金を必要とする。このため、満足度に着目して遺産

の配分を決定する場合、平等な配分では高価な嗜好

をもつ遊び人は他の子どもよりも多くの不満を抱く

であろう。したがって、遊び人には他の子どもより

多くの遺産を受けることになる。しかしこの配分は、

倫理的な正当性を持ちうるかは疑問である。一方、

安価な嗜好は、Ｓｅｎの「虐待を受けてきた奴隷」、

「飼いならされた主婦」の例によって説明されており、

個人の力では変えることのできない逆境におかれる

と、その犠牲者は達成できないことを虚しく切望す

るよりは、達成可能な限られたものごとに願望を限

定してしまうであろうということである８，９）。つま

り、実現可能なことが限定的であり、その状況を自

分で改善できない人々は、充足されえないニーズを

形成して満足できない状態に陥るのではなく、その

状況下で充足できるニーズを適応的に形成し、満足

できる状態を作り出す。充足されえないニーズを形

成しても、充足されないことに伴うストレスを感じ、

また虚しくもある。ニーズを適応的に形成し、それ

なりの満足度を確保できるようにすることは、人間

が精神的な健康を保つために、必要な認知的な作用

である。この心理メカニズムは、心理学においても

研究が蓄積されつつあり（例えばＦｒｅｄｅｒｉｃｋ ａｎｄ 

Ｌｏｅｗｅｎｓｔｅｉｎ１０）を参照）、公共交通の計画ならずと

も我々が日常生活を送る一般的な場面で経験する現

象である。

　高価な嗜好であれ安価な嗜好であれ、これらはニ

ーズの充足、満足度のみに基づいて有限な資源の個

人への配分を決定することへの問題点を指摘したも

のである。いずれの場合においても、満足の根拠が

問われないことに疑問が向けられている。

　その点を公共交通の計画の場面にあてはめてみよ

う。従来のサービスに対する満足度を住民にアンケ

ート等で尋ね、いく人かの住民から「満足している」

との回答が得られたとする。満足の根拠としては、

従来のサービス水準が自らのニーズを充足している

ために満足であるという側面と、自らのニーズをサ

ービス水準に適合させて形成しているために満足で

きているという側面が混在している。適応的なニー

ズの形成は必ずしも意識的なプロセスを伴うわけで

はないと考えられるため、本人にその区別を尋ねて

も両者の区別は不可能である。計画者が満足度に着

目するのは、当該の公共交通サービスの評価を住民

の満足度を通して知ることを期待しているためと考

えられるが、満足度は活動ニーズを控えめに形成し

た結果でもあるため、満足度の大きさそのものは計

画者が知ろうとしている評価ではない。また、サー

ビス水準の低さに起因して適応的に切り下げた活動

ニーズは、満足度の増加に貢献するとして肯定的に

とらえられることになる。

　さらに、高価な嗜好や安価な嗜好を形成する環境

を誰が作り出したかについても論点となる。高価な

嗜好については、その嗜好を形成した個人の責任が

問われるが、安価な嗜好については必ずしもそうで

はない。むしろ、その嗜好を形成する環境を作り出

した社会政策にも目が向けられよう。旧市町村時代

における公共交通のサービス水準は、旧自治体が計

画したものである。公共交通サービスが低い水準に

設定されていた地域の住民はサービス水準の低さに

適応したニーズを形成し、高い水準に設定されてい

た地域の住民はそうすることなしにニーズを形成す

る環境にあったと言える。このように、住民が形成

しているニーズは、旧市町村時代の計画に依存して

いる。しかし、旧市町村時代における異なるサービ

ス水準のもとで個々の住民が形成したニーズの差異

は、満足度に着目して合併後の計画を行う限りはな

んら問われない。従来サービス水準が低い環境にあ

り、控えめなニーズを形成している人々は同じサー

ビス水準であっても高い満足度を示す傾向にあるこ

とから、そのような人々が居住する地域はサービス

の改善の対象とはならない。しかし、合併を終えた

新たな自治体における公共交通を活動ニーズ充足型

で計画する場合、上記の点は考慮の対象とならない。

　よって、ニーズが適応的に形成される場合に活動

ニーズ充足型の計画を行うと、以下の状況を生む。

活動ニーズは従来のサービス水準に影響を受ける。

しかも、不便であった地域ほどニーズが控えめにな

る。控えめなニーズを形成している人々はそれゆえ

に従来のサービスに多くの不満を抱かず、したがっ

て、その人々が居住する地域はサービスの改善の対

象とはならない。このため、サービス水準の高い地

域と低い地域とのサービス水準の格差は計画の更新

によって縮小しえず（ただし満足度の格差は生じな

い）、サービス水準の低い地域は固定化する。もし

サービスを改善しても人々はそれに適応し、さらな

る改善を求めるという認知的な作用、すなわち快楽

の踏み車（Ｈｅｄｏｎｉｃ Ｔｒｅａｄｍｉｌｌ）１１）が生じる場合に

は、サービスの改善となりうる地域、すなわち、当
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初に控えめなニーズを形成していない人々が居住す

る地域は継続的にサービスの改善の対象となる。こ

の場合、サービス水準の格差は計画の更新のたびに

拡大する。このように、サービス水準が低い地域で

は現況に適応でき、それなりの満足度が確保できる

限界的な水準までサービスは低下し、その一方でサ

ービス水準が高い地域には予算が確保できる範囲で

改善が施され続ける可能性すらある。活動ニーズ充

足型計画にはこの傾向が埋め込まれている。

　以上の論理的な展開は、安価な嗜好で取り上げた

適応的な活動ニーズの形成が見られることを前提と

したものである。しかし、それが公共交通計画の文

脈において無視できない現象なのかについては必ず

しも明らかではない。以下では、アンケート調査を

実施し、適応的なニーズの形成が認められることを

実証的に分析する。

　３．実証分析

　３－１　アンケートの概要

　適応的なニーズの形成が実際の公共交通計画にお

いて見られるかについては、谷本ら１２）が参考とな

る。しかし、そこでのデータは適応的な活動ニーズ

の形成を検討するためのものではないため、さまざ

まなノイズが混入している可能性がある。そこで以

下では、実験室の環境下において、適応的なニーズ

の形成が見られるかを検証するためのアンケート調

査を行った。具体的には、公共交通の運行間隔が１０、

２０、３０、６０、９０分であるときの満足度を５段階評価

で尋ねた。すなわち、ここでの運行間隔が公共交通

のサービス水準という想定である．活動ニーズが控

えめな個人であれば、そうでない個人と比べて同じ

運行間隔に対する満足度は高くなるはずである。

　アンケート調査は、平成１８年１２月～平成１９年１月

にかけて、鳥取大学の学生と神戸大学の学生を対象

に行った。鳥取大学、神戸大学の学生とは、現在、

公共交通のサービス水準がそれぞれ低い、高い地域

で生活している人々であることを意味する。その際

１年生と４年生以上の学生を対象とした。両者の違

いは、現在の公共交通サービス水準に長い間曝され

ているか否かである。本研究では、条件が異なるこ

れら二つの地域を対象に、いずれの地域においても

同様の結果が得られるのかについて検討を行う。ま

た大学入学前に居住していた場所を尋ねた。これは、

過去に公共交通サービス水準が低い（高い）地域で生

活していたかを識別するためである。以上よりサン

プルは、「過去に居住していた場所がどこか」「現

在通学している場所がどこか」「現在通学している

場所で長く生活しているか（１年生か４年生以上か）」

の三つの視点で分類することができる。それを整理

したものがTable 1である。

　公共交通のサービス水準の高低は、鳥取市と神戸

市におけるサービス水準がそれぞれ低い、高いとな

るように分類した。具体的には、アンケートにおい

て被験者が回答した最寄り駅における基幹的な鉄道

路線の一日、片道あたりの普通および快速列車の便

数が５０便未満か否かで分類した。なお、現在の鳥取

駅における鉄道の便数は約３０便であり、神戸市のそ

れは５０便をはるかに超えている。本研究では、日常

生活への適応という現象に着目しているため、日常

生活と基本的には無関係な急行、特急列車は検討の

対象外とした。

　１年生の学生についてはアンケート票を授業終了

後に配布し、その場で記入を依頼し、回収した。４

年生以上の学生については個別に依頼し、後日回収

した。いずれも有効回収率は１００％である。

　３－２　仮説の設定

　公共交通のサービス水準が活動ニーズの形成に影

響を及ぼしているとすると、以下の仮説を設定する

ことができる。ただし「属性ｉ＜＿ 属性ｊ」とは、属

性ｉが形成している活動ニーズは属性ｊのそれより

も控えめか同等であることを意味する。もしくは満

足度を用いれば、「属性ｉ＜＿ 属性ｊ」とは、同一の

サービス水準に対して属性ｉの満足度は属性ｊのそ

れよりも高いか同等であることを意味する。満足度

を用いた場合には、満足度の評価（ただし直感に合

致するよう、満足度が高いほど評価値も高いとする）

の関係と不等号の関係が逆となることに留意された

い。上記の記述方式に基づき、「属性ｉ＜属性ｊ」

は属性ｉが形成している活動ニーズが属性ｊのそれ

よりも控えめであるとする。
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Table 1　サンプルの分類とサンプル数

現在通学している場所

高い（神戸）低い（鳥取）
公共交通サ
ービス水準 ４年生

以上１年生４年生
以上１年生

属性７
（１５）

属性５
（１０）

属性３
（４１）

属性１
（３１）低い

過去、居住し
ていた場所

属性８
（３６）

属性６
（４５）

属性４
（３８）

属性２
（４３）高い

注）（　）の数値はサンプル数を表す。



【仮説１】過去に居住してい

た場所の公共交通サービス水

準が低い人に関しては、そう

でない人と比べて、現在の活

動ニーズは控えめである。も

しくは、現行のサービス水準

に対する満足度は高い。すな

わち、次式が成立する。

属性１＜＿ 属性２，属性３＜＿ 

属性４，属性５＜＿ 属性６，

属性７＜＿ 属性８……�

【仮説２】過去とは異なる公

共交通サービス水準の場所に

現在通学している人に関して

は、学年が上である人ほど現

在のサービス水準により適応

した活動ニーズを形成する。

満足度で言えば、過去にサー

ビス水準が高い（低い）場所に

居住し、かつ、現在はサービ

スが低い（高い）場所に通学し

ている人は、学年が上である

人ほど満足度は高く（低く）な

る。すなわち、次式が成立す

る。

属性４＜＿ 属性２，属性５＜＿ 

属性７……�

　３－３　分析

　アンケートの結果をFig.1、

2に表す。なお、これらの図

においては、５段階評価で被

験者に尋ねた満足度を３段階

評価、すなわち「満足、どち

らでもない、不満足」に集約

している。これらの回答率に

有意な差異が認められるかに

ついて検定した。具体的には、属性ｉが形成してい

る活動ニーズは属性ｊのそれと同等であることに対

応する仮説、すなわち属性ｉと属性ｊの回答率は等

しいという仮説を帰無仮説として設定し、それを棄

却するアプローチをとった。その際、例えば「不満」

の回答は、「満足」もしくは「どちらでもない」の

回答と排他的な関係にあることから、回答率は二項

分布に従うとした。検定方法の詳細については参考

文献１３）を参照されたい。

　分析の結果をTable 2に示す。「差異が認められ

る属性」の列には、回答率に有意な差が認められた

属性を示している。「項目」の列には、それらの属

性において、どの運行間隔（すなわち公共交通のサ

ービス水準）、評価（不満、どちらでもない、満足）

の回答率に差異が認められたのかを記している。「支

持される仮説」の列には、「差異が認められる属性」

および「項目」の結果より、�、�式に示す仮説の

うち「属性ｉ＜属性ｊ」の関係が有意に認められた

Ｏｃｔ．，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ （　　）４３
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Fig. 1　鳥取大学の学生を対象としたアンケート結果

Fig. 2　神戸大学の学生を対象としたアンケート結果



ものを示している。この分析結果では、「差異が認

められる属性」と「支持される仮説」の列がたまた

ま一致しており、差異が認められた属性は結果的に

�、�式に示す仮説のいずれかであった。

　Table 2より、【仮説１】は実証された。なお、表

中に属性３＜＿ 属性４は見当たらないが、この関係は

等号で成立している。よって、過去に居住していた

場所の公共交通サービス水準が低い人に関しては、

そうでない人と比べて、現在はより控えめな活動ニ

ーズを形成していることが分かった。同様に【仮説

２】も実証された。ただし、「属性４＜属性２」は

成立したが、「属性５＜属性７」は成立しなかった

（ただし、「属性５＜＿ 属性７」は等号で成立している）。

すなわち、過去に公共交通サービス水準が低い場所

に居住し、かつ現在は公共交通サービスが高い場所

に通学している人に関しては、学年が上である人ほ

ど現在の場所でのサービス水準に適合した（控えめ

ではなく）旺盛なニーズを形成するわけではなかっ

た。よって【仮説２】で着目した現象については、

過去に居住していた場所におけるサービス水準の高

低の違いが適応に及ぼす影響は、必ずしも対称的で

はないことを示唆している。本研究は、この点をさ

らに追及することを目的としていないが、活動ニー

ズの適応的な形成のメカニズムを理解する上で、そ

の分析は有効となる可能性がある。

【仮説１】【仮説２】がともに検証されたことから、

２章に展開した問題提起が単なる可能性にとどまら

ないことが明らかとなった。市町村合併によって、

従来のサービス水準が異なる地域が合併した例は少

なくない。そのような地域においては、異なる従来

のサービス水準のもとで適応的にニーズを形成した

住民が、一つの自治体に存在する可能性が無視でき

ないことが分かった。このため、上記の主張を再掲

すれば、「住民が形成しているニーズは、旧市町村

時代の計画に依存している。しかし、旧市町村時代

における異なるサービス水準のもとで個々の住民が

形成したニーズの差異は、満足度に着目して合併後

の計画を行う限りは何ら問われない」。特に、属性

１、２の間および５、６の間の分析に裏付けられる

ように、これまでに居住していた地域におけるサー

ビス水準が高い人々ほど不満の回答率は高く、それ

ゆえ市町村合併後に活動ニーズ充足型計画を採用す

れば、これまでに居住していた地域におけるサービ

ス水準が高い人々が居住する場所がサービス水準の

改善の対象となる。活動ニーズ充足型計画にはこの

ような傾向がある。

　４．おわりに

　本研究では、市町村合併を終えた自治体が新たな

自治体の姿に適合した公共交通の計画を、活動ニー

ズ充足型計画として策定する場合の問題点を指摘し

た。具体的には、住民の活動ニーズは旧市町村の計

画に依存して形成される。すなわち、公共交通のサ

ービス水準が低く設定されてきた地域の住民には控

えめな活動ニーズが形成される。それゆえ、そのよ

うな人々の公共交通サービスに対する満足度は相対

的に高く、サービスの改善の対象から取り残されて

しまうことを明らかにした。また、活動ニーズが実

際に適応的に形成されることを学生を対象としたア

ンケート調査により明らかにした。

　ここでの議論は公共交通サービスに限った話では

なく、あらゆるサービスに関するニーズ充足型計画

に共通すると考えられる。しかし、他のサービスで

はなく、公共交通サービスを取り上げていることに

は以下の意味がある。公共交通サービスは、買い物

や通院といった生存に欠かせない基礎的な活動を可
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Table 2　検定の結果

支持される仮説項目差異が認められる属性Ｎｏ．

属性１＜属性２２０分：不満＊、満足＊属性１と属性２１

３０分：不満＊、満足＊

６０分：不満＊、どちらでもない＊

属性４＜属性２３０分：不満＊＊、満足＊＊属性２と属性４２

６０分：不満＊＊、どちらでもない＊＊

属性５＜属性６２０分：不満＊、満足＊属性５と属性６３

３０分：不満＊＊、満足＊

属性７＜属性８１０分：満足＊属性７と属性８４

２０分：不満＊、どちらでもない＊、満足＊

３０分：不満＊＊

注）＊：有意水準５％、　＊＊：有意水準１０％。



能とするサービスであるとともに、社交などといっ

た文化的な活動を可能とするサービスでもある。し

かし、文化的な活動は生存に必ず必要ではないこと

から、適応的なニーズの形成に曝されやすいと考え

られる。つまり、サービス水準が低ければそれなし

にすませることができる。また、生存に必要な活動

であってもそれに対するニーズを切り下げる（例え

ば、よっぽど症状が悪くならない限り病院に行こう

と思わなくなる）こともあろう。しかし、生存に必

要な活動だけが保障されていればよいのであろうか、

生存をも脅かす状況を黙認してよいのであろうかと

いう疑問をおぼえる人々が少なからずいると考えら

れよう。一方で、必ずしもすべてではないが、一般

のサービスはそれがなくても生存は安泰であり、個

人の嗜好が満たされないだけである。このように、

公共交通サービスにおける活動ニーズ充足型計画は、

サービスが可能とする活動が基礎的であるがために

社会的な嗜好の関心として取り上げられるべき対象

であり、一般的なサービスにおけるそれは、基本的

には単なる個人的な関心の範疇に過ぎない。本研究

で公共交通サービスの活動ニーズ充足型計画をとり

あげたのは、まさにこの点にあった。

　サービス水準の格差を拡大させないようにするた

めには、活動ニーズの充足や満足度といった人々の

認知的な評価から離れた計画情報に着目することが

有効となる。例えば、１日に通院できる外出パター

ンがどれほど確保できているかといった活動の機会

に着目することが有効となろう。そのためには、既往

の活動の機会としてどのような指標があり、公共交

通計画に適用するに際してそれをどのように改良・

修正していくかの議論が必要となろう。
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岩波書店、１９９９年

１０）Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ， Ｓ． ａｎｄ Ｌｏｅｗｅｎｓｔｅｉｎ， Ｇ．：Ｈｅｄｏｎｉｃ 

Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ， ｉｎ（ｅｄｓ． Ｋａｈｎｅｍａｎ， Ｄ．， Ｄｉｅｎｅｒ， 

Ｅ．， ａｎｄ Ｓｃｈｗａｒｚ， Ｎ．） Ｗｅｌｌ Ｂｅｉｎｇ ‐Ｔｈｅ Ｆｏｕｎ-

ｄａｔｉｏｎｓ ｏｆ Ｈｅｄｏｎｉｃ Ｐｓｙｃｈｏｌｏｇｙ， ｐｐ．３０２‐３２９， 

１９９９

１１）Ｂｒｉｃｋｍａｎ， Ｐ． ａｎｄ Ｃａｍｐｂｅｌｌ， Ｄ． Ｔ．：Ｈｅｄｏｎｉｃ 

Ｒｅｌａｔｉｖｉｓｍ ａｎｄ Ｐｌａｎｎｉｎｇ ｔｈｅ Ｇｏｏｄ Ｓｏｃｉｅｔｙ． Ｉｎ 

Ａｐｐｌｅｙ（ｅｄ．） Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ‐Ｌｅｖｅｌ Ｔｈｅｏｒｙ， Ｎｅｗ 

Ｙｏｒｋ： Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｐｒｅｓｓ， １９７１

１２）谷本圭志、宮崎耕輔、菊池武弘、喜多秀行、高

山純一「公共交通不便地域におけるバスサービ

スの変化と住民の反応」『運輸政策研究』Ｖｏｌ．

９、Ｎｏ．４、Ｗｉｎｔｅｒ、ｐｐ．１７‐２３、２００７年

１３）例えば、谷津進、宮川雅巳『品質工学』朝倉書

店、１９８８年

Ｏｃｔ．，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ （　　）４５

公共交通計画の計画情報とサービス格差に関する考察 ２０５


